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第１章　運営指導調査団の派遣

１－１調査団派遣の経緯と目的

（１） 経緯

　ガーナ共和国（以下、「ガーナ」と記す）では、1960 年代から灌漑地区の建設を開始し、1977

年には灌漑事業の計画設計と事業運営、及び営農技術の農民への普及を目的として、灌漑開発公

社（GIDA）を設立した。GIDAが運営管理する 22 の灌漑事業地では、小規模農家が同施設を利

用して水田作・畑作複合経営を営んでおり、1991年に研究・普及・研修センターとして灌漑開発

センター（IDC）が設立され、国際協力事業団は３年間のミニプロジェクト協力を実施した。

　しかしながら、同灌漑事業地では水管理や営農技術の未熟、灌漑施設維持管理の不徹底に起因

する機能低下、用水量の不足、農民に対する営農支援サービスの不備など、いくつかの要因によ

り、農業生産性が低迷していた。係る状況を踏まえ、ガーナ政府は、既存灌漑地区の機能回復と

農民自身による施設の運営維持管理の促進をめざし、小規模農家のための持続的な営農体系の確

立と小農への技術支援を目的とするプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

　こうした状況から国際協力事業団は、ガーナ政府の要請を受けて、事前、第１次並びに第２次

長期調査を実施し、協議を重ねたうえで1997 年５月、実施協議調査団が討議議事録（R/D）の署

名を取り交わし、1997年８月から５年間の予定でプロジェクト方式技術協力「ガーナ灌漑小規模

農業振興計画」が開始された。

　協力開始から１年間を経た 1998 年７月には運営指導調査団がプロジェクト・デザイン・マト

リックス（PDM）、暫定実施計画（TSI）の見直しを行い、プロジェクト中間地点の 2000 年３月

には巡回指導調査団が中間評価を行って、PDMの変更とプロジェクト後半における活動の重点領

域を確認した。なお、本プロジェクトに並行して無償資金協力でアシャマン、オチェレコ両灌漑

事業地の灌漑施設改修工事が実施され、2000 年３月に完工している。

　これらの経緯を経て2002年２月には終了評価調査団が派遣され、ガーナ政府と合同でプロジェ

クトの最終評価を行った。この結果、灌漑事業の技術統合が不十分であるうえ、オチェレコにお

ける営農支援システムの強化改善、ほかの灌漑事業地に対する研修実施後の普及システムの強化

が必要であると評価され、2002 年７月末のプロジェクト期間終了後、さらに２年間のフォロー

アップを行うことが必要と提言された。

　その際、終了時評価調査団はフォローアップ実施の前提条件として、①プロジェクト活動を通

常業務に取り込むための、GIDAの戦略に沿った計画策定、②プロジェクトで実施している研修

活動の支援計画策定、③研修所に必要な調度品の用意、④フォローアップ協力期間のための予算

と人員の配置――の４点について、2002年５月末までに日本側に回答するようガーナ側に求め、

了承されていた。
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（２） 調査目的

　上記の経緯を踏まえ、ガーナ側のフォローアップを前提条件として対応状況確認を含む以下の

目的で、本運営指導調査団が派遣された。

１）フォローアップの基本計画を協議するワークショップを開催し、関係者として参加する。

２）フォローアップの基本計画及び R/D に関する協議を行い、ガーナ側の対応状況を確認し

て、ミニッツを取りまとめ、署名・交換する。

３）フォローアップの基本計画及び PDM、暫定実施計画（TSI）を協議・合意する合同調整委

員会へ、オブザーバーとして参加する。

１－３　調査日程

名　前 担当分野 所　　属 派遣期間

永代　成日出 団長／体制整備 国際協力事業団　専門員 2002年５月５日～５月20日

　 　 外務省

戸谷　玄 協力政策 経済協力局　技術協力課 2002年５月５日～５月12日

課長補佐

三好　崇弘 プロジェクト （財）国際開発高等教育
2002年５月11日～５月20日

（専門家） 活動計画策定 機構　事業部　主任

稲森　岳央
国際協力事業団

（専門家）
研修計画策定 農業開発協力部　農業技術 2002年５月５日～５月20日

協力課　ジュニア専門員

１－２　 調査団の構成

１ ５月 ５日 （日） 移動（成田13：05発　BA008→ロンドン17：15着） ロンドン泊

２ ５月 ６日 （月） 移動（ロンドン14：15発　BA081→アクラ20：05着） アクラ

３ ５月 ７日 （火） JICA事務所打合せ、日本大使館、食糧農業省、財務省 アクラ

GIDA表敬

４ ５月 ８日 （水） オチェレコ灌漑事業地調査 アクラ

５ ５月 ９日 （木） アフィフェ灌漑事業地調査 アクラ

６ ５月 10日（金） アシャマン灌漑事業地調査　戸谷団員帰国 アクラ

７ ５月 11日（土） ウェイジャ灌漑事業地視察 アクラ

８ ５月 12日（日） ワークショップ開催準備等　三好専門家到着 アクラ

９ ５月 13日（月） ワークショップ準備（C/Pとの打合せ）　 アクラ
調査団ミニッツ案に関する協議

10 ５月 14日（火） ワークショップ第１日目 アクラ

11 ５月 15日（水） ワークショップ第２日目 アクラ

日順 月　日（曜日） 日　　程 宿　泊
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１－４　主要面談者

（１） 財務省

　Mr. M. A. Quist-Therson （二国間協力局　経済関係管理課長）

　Dr. S. O. ARCHER （二国間協力局　二国間協力主席経済担当官）

（２） 食糧農業省

　Dr. Francis Ofori （次　官）

（３） GIDA

　Mr. O. K. Gyarteng （総　裁）

　Mr. S. Akagbor （プロジェクトマネージャー）

（４）IDC

　プロジェクトカウンターパート

（５） アシャマン灌漑事業地

　Mr. M. A. K. Affram （農民組合　組合長）

（６） オチェレコ灌漑事業地

　Mr. Dominic Ansah （農民組合　書記）

　Mr. A. N. Ntim （灌漑事業地スキーム・コーディネーター）

12 ５月 16日（木） ワークショップ第３日目　団内取りまとめ アクラ

13 ５月 17日（金） 合同調整委員会開催

ワークショップ結果の発表 アクラ

合同調整委員会議事録署名（事務所所長がサイン）

ミニッツ署名（調査団長がサイン）・交換

14 ５月 18日（土） 移動（アクラ22：45発　BA078） 機内泊

15 ５月 19日（日） →ロンドン６：35着　移動 機内泊
（ロンドン16：45発　BA007）

16 ５月 20日（月） →成田11：15着

日順 月　日（曜日） 日　　程 宿　泊
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（７） アフィフェ灌漑事業地

　Mr. Godwin Atokple （農民組合　組合長）

　Mr. Jacob Aduah （灌漑事業地プロジェクト・マネージャー）

（８） ウェイジャ灌漑事業地

　Mr. Peter Nartey （組合書記）

　Mr. Stephen P. K. Fianu （灌漑事業地プロジェクト・マネージャー）

（９） 日本大使館

　黒田　孝伸 一等書記官

　西岡　佐知子 専門調査員

（10） JICA事務所

　高畑　恒雄 所　長

　日原　一智 所　員
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第２章　要　約

　本調査団は 2002 年５月６日～５月 18 日までガーナに滞在し、「ガーナ灌漑小規模農業振興計

画」のフォローアップ協力に係る基本計画及び討議議事録（R/D）の協議を目的とした運営指導

調査を実施した。プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）などフォローアップ協力の基

本計画案は、５月14日～５月16日にかけて実施したワークショップの場で関係機関・関係者の

総意により、作成された。５月17日には合同調整委員会が開催され、基本計画案について協議・

合意した後、ミニッツの署名（付属資料１．）を取り交わした。また本調査期間中、終了時評価

調査団（2002年２月に派遣）がガーナ側に課したフォローアップ協力開始の前提条件（４項目）

についての対応状況も確認した。

　調査結果の詳細は、下記のとおりである。

２－１　フォローアップ協力の活動計画案

　フォローアップ協力の活動基本計画案は、プロジェクト関連機関（財務省、灌漑開発公社、日

本大使館、JICA事務所）及び関係者（専門家、カウンターパート、灌漑地区農民組織の代表）に

よるワークショップを開催し、参加者の総意により策定・合意された（付属資料２．参照）。

（１）上位目標

　現行プロジェクトの上位目標からの変更はなく、「灌漑開発公社管轄下における全灌漑事業地

の営農システムが改善される」とした。

（２）プロジェクト目標

　ワークショップの場において、従来のプロジェクト目標（灌漑開発公社管轄下の灌漑農業地域

において、モデル営農システムが確立する）を上位目標との関係から再検討した結果、より明確

な目標とすることが適切との結論に至り、「灌漑開発公社管轄下の灌漑事業地の営農システム改

善のためのガイドラインと戦略が策定される」とした。

　本プロジェクト目標に示される「ガイドライン」と「戦略」のイメージは、下記のとおりであ

る。

１）ガイドラインのイメージ

　５年間に及ぶモデル灌漑地区（アシャマン、オチェレコの２地区）の活動において、営農シ

ステム改善に有効と確認された技術や手法等をガイドラインの形に取りまとめ、ほかの灌漑地

区の普及活動に生かそうというものである。

　灌漑開発公社現場事務所のスタッフや普及員及び農民組織の代表等が活用できる簡易なガイ
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ドラインとすることが適切である。内容的には、水管理改善手法、水稲作における農業機械の

利用法、農民組織強化手法並びに水稲栽培法などを網羅したものとなるであろう。

２）戦略のイメージ（受益者参加型による戦略の策定）

　ここでいう戦略とは、ガーナの全灌漑地区（22地区）の営農システム改善に向けた中長期計

画を意味する。このような戦略なくして、プロジェクトの上位目標（灌漑開発公社（GIDA）

管轄下における全灌漑事業地の営農システムの改善）の達成は困難であるため、フォローアッ

プ協力活動の一環として、その策定に取り組むこととなった。

　営農システム改善に向けた中長期計画の策定は、下記に示す手順で実施される予定である。

　①灌漑地区の現状と課題の把握

　現場調査及び農民参加型ワークショップを通した活動。

　②灌漑地区データベースの構築

　ワークショップや現場調査等の結果を基に各灌漑地区の現状と課題（優先順位づけを

含む）及び問題解決のために必要な活動項目とその内容についてのデータベースを構築

する。

　③灌漑地区の営農システム改善に向けた中長期戦略の策定

　具体性と現実性に富んだ時系列的な戦略を策定する。ソフト面（栽培技術、農民組織

強化、水管理改善など）とハード面（施設の改修など）から営農システム改善にアプロー

チする内容となるであろう。

（３）プロジェクトの主な活動

　プロジェクト目標達成のために必要な主な活動は次のとおりである。

１）モデル灌漑地区におけるフォローアップ活動（オチェレコ地区を中心）

　終了時評価結果に示されるように、２つのモデル地区のうち、アシャマン地区の活動はほぼ

その目的を達成している。一方のオチェレコ地区はいまだに残された課題が多いため、フォ

ローアップ活動はオチェレコ地区を中心に実施する。具体的には、収量増加を目的とした稲作

栽培指導（現状においての収量は、アシャマンは5.0t/ha 強、オチェレコ約4.0t/ha）や農民組織

活動の強化が必要とされている。

２）ワークショップと研修の実施

　上記の営農システム改善に向けた中長期戦略を策定するために農民参加型ワークショップを

開催する。また、灌漑開発公社スタッフ及び農民を対象としたプロジェクト成果普及のための

技術研修も実施する。

３）５年間の技術協力活動のレビュ－を通したモデル灌漑地区以外で適応可能な営農システム
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改善に資する技術・手法の確定と、その補足など。

２－２　ミニッツの特記事項

　本調査団とガーナ政府側（財務省、食糧農業省、GIDA）間で署名したミニッツの特記事項の

内容は下記のとおりである。

（１）フォローアップ協力の前提条件

　「灌漑開発公社は、2002年２月に派遣された終了時評価調査団が課したフォローアップ協力の前

提条件に対する回答を2002年５月末までにJICAへ提出する」旨を、特記事項の１つとして明記

した。

　前提条件（４項目）の概要とその対応状況は次に示すとおりである。（詳細についてはミニッ

ツを参照のこと）

１）プロジェクト成果普及への戦略策定（ポスト・プロジェクト計画の策定）

　プロジェクト成果の普及を、灌漑開発公社業務の一環としてどのように実施するかを明記し

た、活動計画の策定を求めたものである。ガーナ側がプロジェクト成果普及への戦略を2002年

５月末までに策定し、日本側に提出することになっていたが、現実に即した、より実現性の高

い戦略策定には時間を必要とするため、フォローアップ協力活動の一環として取り組むことと

した。

２）研修後の支援計画の策定

　GIDAは、アフィフェ、ウェイジャの両地区を優先地区として研修後の支援活動を独自に開

始することとしている。なお両地区の概要については、付属資料６．を参照のこと。

３）研修所調度品の調達について

　調度品不足のため、灌漑開発公社研修所（日本の無償資金協力により建設）の研修に支障を

きたしていることに善処を求めたものである。これを受けて、新たにテーブル（研修、食堂用）

や扇風機（宿舎の全部屋）が導入された。なお、現在、GIDA は、調度品調達のために５億セ

ディの予算を財務省に要求している。

４）フォローアップ協力活動に必要な予算措置

　本プロジェクト（灌漑小規模農業振興計画）に対するガーナ政府側の 2002 年予算（国会で

承認済み）は、１億2,000万セディとなっている。2003年予算の国会への申請は、2002年末に

行われる。

（２）2KR 積立資金のプロジェクト活動への活用

　「財務省、農業食糧省及び灌漑開発公社は、プロジェクト活動のため2KR積立資金を活用するこ
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とに同意した」旨をミニッツに明記した。職員の給料も遅配するような状況下、GIDA側から本

プロジェクトへの適切な予算措置は期待できない。このような点が勘案され、2KR積立資金活用

について同意に至った次第である。この件については日本大使館も積極的な姿勢を示している。

（３）灌漑開発センター（IDC）の強化

　「灌漑開発センターのさらなる強化のためにはGIDAによる適切な措置（特に予算措置）が必要

である」旨をミニッツに明記した。

（４）オチェレコ灌漑地区の圃場整地作業への政府支援（ガーナ側）

　日本の無償資金協力で整備されたオチェレコ地区の計画灌漑面積は81ha（既存水田39ha、新規

開発地 42ha）であるが、実灌漑面積は約 40ha と低迷している。実灌漑面積が伸び悩んでいる原

因は、人手不足（灌漑農業と天水農業の農繁期が同時期）や耕起作業の困難さ（農業機械化の遅

れ）などいくつかあげられるが、その１つに圃場整地作業の遅れがある。圃場整地作業が施され

ていないために灌水できない耕地（灌漑不可能地）がいまだに多く残っている。

　圃場整地作業は無償資金協力の対象外とされ、ガーナ側の負担工事となっているが、無償資金

協力終了後約２年が経った現時点においても、表－１に示すように圃場整地作業を必要とする面

積が約 20ha にのぼる状況となっている。

　現在、無償資金協力で導入された重機（グレーダー１台）を活用した圃場整地作業が進行中で

ある（燃料の購入、オペレーターの雇用は農民組織が徴収した水利費による）。しかしながら、

この作業体制では圃場整地作業の完了までに相当の期間を要する。早期に圃場整地作業を終了さ

せるためにはガーナ政府側の支援が必要であり、この点をミニッツに明記した。

　また、整地作業自体も重機オペレーターの目測だけに頼ったものとなっているなど（水路と圃

場間のレベルチェックが行われていない）、改善を必要とする状況にある。

〈補足説明〉

　本案件に係る「基本設計調査報告書」によると、新規開発地や長期休耕地を対象とした圃場造

成工事（抜根、除根、荒整地）が無償資金協力対象工事の１つとしてあげられていた。

表－１　整地作業が必要な面積

整地作業を必要とした面積 約40ha（新規開発地）

ICA応急対策費により対応済み 約10ha

水利費活用により対応済み 約10ha

整地作業が必要な面積 約20ha
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　その計画により、オチェレコ灌漑地区の場合、対象面積47haに対し、荒整地までの圃場造成工

が施されたが、その後のガーナ側負担工事である整地作業の実施が遅れており、逆勾配等の問題

のために灌水できないという耕地（灌漑不可能地）が依然として多く残っている。

（５）オチェレコ地区ポンプ場の適切な維持管理

　オチェレコ灌漑地区ポンプ場（無償資金協力による導入、2003年３月完工）の現在までの稼働

期間は、５か月間のみ（2000 年９月～ 2001 年１月）となっている。ここ約１年４か月間は試運

転もメンテナンスも一切行われていない。このような状況はディーゼル発電機及びポンプ本体に

もよくないため、灌漑開発公社の責任においてポンプ場の定期的な試運転とメンテナンスを実施

する旨をミニッツに明記した。

　オチェレコ地区はもともと、ダム貯留水を利用して既存水田 39ha の灌漑を行っていた地区で

あった。しかし、その貯留量の変動は大きく、そのため実灌漑面積も 7.3ha ～ 31.0ha と不安定な

状況にあった。このような状況の改善に向けた安定的な灌漑用水の確保と、灌漑面積（新規開発

地42ha）の拡大を目的に、同灌漑地区西端を北から流下するアヤンス川を補助水源として利用す

ることが計画された。その計画により、この補助水源利用のためポンプ場が建設された経緯があ

る。

１）長期間ポンプが稼働されていない理由

　導入後５か月間しかポンプが稼働されなかった理由の１つは、前記のように灌漑可能面積が

伸び悩んでいるため、ポンプを稼働して灌漑地区への送水量を増加させる必然性が低かったこ

とにある。ほかの理由としては、2001～ 2002年にかけてはダム貯水量も豊富であったこと、

さらには施設改修や水管理技術の改善により節水灌漑が可能となったことがあげられる。その

ため、補助水源利用のためにポンプ場を稼働させることなく、ダム貯水量だけで既存水田約

40ha の灌漑（雨期の場合）が可能であったという背景がある。

　このような理由により、ここ約１年４か月間はポンプが稼働していないわけであるが、冒頭

に述べたように長期間にわたって試運転もメンテナンスも一切行われていない状況は好ましく

なく、ミニッツにおいて灌漑開発公社による適切な措置を求めた。

２）ほかの懸念事項

　オチェレコ灌漑地区のポンプ場の燃料費は農民からの水利費によって賄うこととなってい

る。そのため、オチェレコ灌漑地区の水利費は100万セディ／ha・作期というように、重力式

灌漑地区の一般的な値よりも数倍高いものとなっている。現地の聞き取り調査結果によると、

オチェレコ灌漑地における平均的な営農収支（水稲作の場合）は表－２のとおりであり、水利

費が営農粗収入に占める割合は約 18％となる。
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　収益220万セディ／ha・作期から農繁期に雇う人手の労賃を賄っており、純収益はもっと低い

値となる。ドル換算による水利費の値は128USドル／ha・作期（１USドル＝7,800セディ、2002

年５月時点の為替レート）である。現在でも、高い水利費が農家経済に大きな影響を与えている

ことが予想されるが、今後、増加するであろうポンプ場の維持管理費等を考えると、水利費の値

上げは不可避とはいえ、その支払いに農家の経済的体力が耐えられるのかどうかが懸念される。

　本無償資金協力に先立って実施された開発調査「ガーナ共和国既存灌漑施設改修計画調査（調

査期間：1995年９月～1997年３月まで）」報告書には、オチェレコ地区の場合、施設改修とポン

プ場の建設による農業開発計画の実施で、年間作づけ率は 200％、栽培作物は水稲、トマト、オ

クラ、タマネギとなるという構想のもと、開発計画の妥当性がうたわれている。

　しかし、現実的には年間作づけ率は約 75％（雨季作づけ面積約 40ha、乾季作付面積約 20ha、

計約 60ha、年間作づけ率＝ 60ha/81ha< 全体面積＞＝ 0.75）と低迷している。また、栽培作物も

栽培技術やマーケット等の問題があり、依然として水稲に特化している。

　今後、時間の経過とともに状況の改善が期待されるが、現状では、開発調査時点で描かれた計

画・構想と現実間の乖離は大きい。本件の経験から、今後の類似案件の適切な実行のためには、

開発調査時点で描かれた計画（構想）が対象地区の経済・社会・営農条件等からして、はたして

妥当かつ現実的なものであったのかどうか、検証が必要という教訓が導かれる。

表－２　オチェレコ灌漑地における平均的な営農収支（水稲作の場合）

営農粗収入 570万セディ／ha・作期

営農支出 250万セディ／ha・作期

水利費支払い（燃料費） 100万セディ／ha・作期

収益（労賃を含む） 220万セディ／ha・作期
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第３章　協議の経緯

３－１　在ガーナ日本国大使館

　本調査団は日本大使館の黒田孝伸一等書記官と協議を行った（JICA高畑恒雄ガーナ事務所長、

日原一智所員、富高丈朗チームリーダー同席）。フォローアップ協力の方向性についてひととお

りの議論の後、黒田書記官より、2KR見返り資金を活用することについて提案があった。書記官

からガーナ財務省に対して事あるごとに提案してきているが、いまだ先方からのアクションがな

い。2KR見返り資金は既に 100億セディ（１USドル＝約 7,800 セディ：2002 年５月）以上積ま

れており、黒田孝伸一等書記官着任以後一度も使途協議を行っていない状態にある。KR見返り

資金は財務省管轄だが、2KR見返り資金は食糧農業省主管であり、食糧農業省のイニシアティブ

で本プロジェクト技術協力と連携するような使途協議がガーナ政府からあれば、技術協力との連

携案件としてほかに優先して検討する用意があるとのことであった。また、米流通の保証金的な

使い方についても、ガーナ政府から正式に要請があれば本省無償資金協力課に諮ってみるとのこ

とであった。

３－２　財務省

　ガーナ財務省との協議の場において、財務省のMr. M. A. Quist-Therson経済関係管理課長は、

灌漑はガーナの最重要国策の１つであることから、本件プロジェクト技術協力の意義とこれまで

の成果を高く評価し、コモンバスケット化の風潮のなかで、我が国の二国間協力がガーナ側に理

解され、評価されていることが確認できた。その機会を捉え、調査団は、我が国としてもコモン

バスケットに否定的なわけではなく、旧来の二国間協力と同時に、例えば保健・医療分野のコモ

ンバスケットにファンドを投入していることを述べた。重ねて、多様な援助モダリティが共存す

ることが望ましく、二国間での協力実績が蓄積されている分野や、特定国に特定ノウハウが存す

る――例えば日本では灌漑や小規模営農について多大な技術蓄積がある――場合には、旧来の二

国間協力で実施されることが望ましい旨述べ、同意を得た。

　本件プロジェクト・フォローアップ協力への予算措置について、予算上は確保されているが、

プロ技本体実施中も予算に対して執行額が十分でなかったことから、特段の配慮を申し入れた。

財務省のスタンスとしては、予算は食糧農業省全体に対して一括示達され、その配分については

食糧農業省に任されているので、財務省が感知することではないとのことであった。額の一部を

「プロジェクト用」と色づけして示達する可能性も尋ねたが、各省に数多く存在するプロジェク

ト１つ１つに財務省が使途指定して示達することは困難であると回答があり、予算執行について

は食糧農業省に申し入れることとした。
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３－３　食糧農業省

　食糧農業省のMr. Francis. Ofori 次官と協議を行った（灌漑公社総裁同席）。次官は、灌漑が最

重要の国策の１つであることに言及し、アシャマン灌漑事業区でのプロジェクト活動を高く評価

した。財務省との協議を踏まえ、そのように高い評価を受けているプロジェクトのフォローアッ

プ活動のため、財務省から示達された予算を特段の配慮をもってプロジェクトに配分するよう申

し入れ、具体的にミニッツに記載することで合意を得た。

　また、日本大使館での協議を踏まえ、2KR見返り資金を活用する件について富高リーダーから

言及し、次官はこのことについて積極的に活用することを約束した。後日のミニッツ協議におい

ても、フォローアップ期間のガーナ側活動資金に2KR見返り資金も活用することとして早急に使

途協議を行うことが合意され、ミニッツに記載した。

３－４　灌漑開発公社（GIDA）

　終了時評価時に合意したフォローアップ実施の前提条件に対する回答のドラフトは、調査団派

遣前にガーナ側から受け取っているが、運営指導調査団の現地調査（優先灌漑事業区の検討）及

びワークショップの内容を踏まえて、５月末（当初締切）までに最終版にするとのことであった。

　食糧農業省から灌漑後者への予算執行に関しては、一時に全額示達されるわけではなく、少し

ずつ下りてくる予算を、その時々の状況に従って執行するので、必ずしもプロジェクトに対して

最優先の予算配分ができるわけではない事情が述べられた。しかし、例えばフォローアップ実施

の前提条件として研修室の机と椅子の整備を求められると、何とかやりくりして（本来予算によ

らずに）整備するなど、苦労しているなかでも努力姿勢はうかがえた。

３－５　プロジェクト専門家との協議

　現在の活動とフォローアップ期間の活動について意見交換を行った。興味深い点として、灌漑

公社の民営化が話題になった。世界的には灌漑の組織は民営化の流れにあるなか、ガーナ灌漑公

社の民営化はガーナ貧困削減戦略（GPRS）を巡る世界銀行（IMF）とガーナの駆け引きの材料の

１つでもある。政府間協力の本プロジェクトが続いている間、公社の民営化は今しばらくないだ

ろうが、日本が手を放すと民営化される可能性も否定できないとの観測を専門家は抱いていた。

３－６　協力政策総括

　予算措置について、歳入との関係から執行が計画どおり進みにくい事情はあるが、ガーナ政府

の努力する姿勢は認められる。今回の運営指導調査団ミニッツにおいて2KR見返り資金の活用と

いう新たな方向性も示されており、フォローアップ協力との連携で相乗効果が期待でき、プロ

ジェクト終了後の自立発展性に必要不可欠な資金手当てに１つの選択肢を与えるものと考えられ
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る。

　また、本プロジェクトと並行したオチェレコ灌漑事業区の灌漑施設改修工事が2000年３月に竣

工した後、天水に恵まれる、灌漑面積が当初予定どおり拡大していない等、複数の要因によりポ

ンプ施設を稼働させる必要がなかったことから、施設の適正利用について技術移転されていない

問題が残っている。あと２年間（４期）の活動において、農民と現地カウンターパートに改修施

設の適正利用を指導していくことは、日本のODA成果をしっかり地につけていく意味からも意

義が高いと考える。
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第４章　フォローアップ活動策定の経緯

４－１　背景と基本方針

　2002 年２月に実施された終了時評価で、２年間のフォローアップ協力が提言された。注１フォ

ローアップ期間における活動拠点は、基本的には２つのモデル地区であるが、モデル事業である

以上、将来に向けたほかの灌漑地への応用を意識したものである必要がある。しかし、その視点

からの技術の統合化がまだ進んでいないと指摘されていた。さらに問題点としてプロジェクト目

標の不明瞭さ注２、また上位目標との関係も明らかにされておらず、関係者間の意思の統一が十分

でないという問題も指摘されていた。よって、このような問題を残したままで、単純に作業を継

続するようなフォローアップでは、十分な成果をあげないままプロジェクトが終了する懸念があ

り、終了時評価調査団は、活動計画をつくるための十分な議論をするワークショップ開催を提言

した。

　よって、今後の活動をより長期的な視点に立って整理し、効果的なフォローアップ協力とする

ために、活動計画づくりのための関係者によるワークショップを実施した。（ワークショップの

ガイドブックは、付属資料３．参照）

　ワークショップの目的となる最終成果品は、フォローアップ活動計画であるが、まずはより大

きめな視点から、上位目標までのシナリオ（プログラム）を明確にしたうえで、プロジェクト目

標を再定義し、関係者のプロジェクトへの理解を十分に深

めたうえで、活動計画を作成することとした。図－１はそ

の論理的思考過程のフローを示したものである。

ワークショップは、プロジェクトの研修施設において、

2002年５月14日から３日間にわたり、政府関係者から農

民までを含む関係者（付属資料４．成果品１に記載）によ

り実施された。

　ワークショップに先立ち、ガイドブック（英文）が作成

され、参加者に配付されたが、実際にはガイドブックの細

かい構成にはこだわらず、参加者の意思や考え方を尊重し

ながら、進捗状況に応じて柔軟に実施された。

注１　提言において継続されるべきとされた活動は、「営農システムを確立するための個別技術の統合」「営農システムをより効果

的なものにするための農民組織の強化」及び「営農システムのモデル性・適応性を確認するための研修」である。

注２　以前のプロジェクト目標は、「灌漑開発公社（GIDA）の管轄下における灌漑地において、モデル営農システムが確立する」で

あった。そのほか、以前のプロジェクトの構成に関しては付属の評価用プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDMe）（付属

資料３．）を参照のこと。

上位目標の確認と

その到達シナリオ

プロジェクトの再確認と

目標の再設定

必要となる活動

図－１　論理的思考フロー
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４－２　ワークショップの進捗結果

　ワークショップは、以下の日程で行われた。

第１日目（2002 年５月 14日）

９：45 導入説明

10：00 参加者の自己紹介

10：30 上位目標への問題分析

11：00 上位目標への目的分析

11：30 上位目標へのプログラム作成

12：00 プログラムに向けた関係者のコミットメント

14：00 プロジェクト目標の再定義（方向性及び範囲）

15：00 プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の説明

15：30 成果（短期目標）の設定

16：45 終　了

第２日目（2002 年５月 15日）

９：30 第１日目のレビュー

９：45 客観的指標の設定（時期及び対象項目のみ）

11：00 過去５年間の達成項目と残った課題の検討

14：00 活動計画づくりの説明

14：30 活動項目の抽出と時系列的整理

15：30 活動項目の統合とスケジューリングによる活動計画づくり

16：00 技術移転項目の検討（カウンターパート及び農民によるサブグループ）

16：30 終　了

第３日目（2002 年５月 16日）

９：30 第２日目のレビュー

10：00 技術移転項目の検討結果の発表

10：30 投入計画の検討

11：30 外部条件の検討及びリスク回避計画の検討

12：30 現在までのレビューとワークショップ評価

13：00 終　了
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４－３　ワークショップの成果品一覧

　ワークショップの成果品は以下のとおりである。（付属資料４．参照）

４－４　ワークショップの結果を受けて

（１） 今後の課題

　ワークショップの結果、プロジェクトの概観や責任範囲がより明確になり、関係者のプロジェ

クトに対する意思統一とオーナーシップの醸成ができた。さらに、上位目標、プロジェクト目

標、そして活動にわたり一貫性を保った計画が実現したことは、プロジェクトの効果的な実施の

ためには不可欠な要素である。

　今後は、成果品である PDM及び活動計画を、より現実的かつ詳細にしていくことが必要であ

る。ただし、これだけで計画がすべて完了したということではない。プロジェクト・サイクル・

マネジメント（PCM）でプロジェクト管理する際、PDMはプロジェクト管理の中心であるが、

活動表のみならず、財務管理やリスク管理、さらに技術移転の管理など、様々な視点でプロジェ

クトを総合的に計画し管理していくという視点が今後の課題となる。

番　号 名　　前 内　　容

ワークショップ参加者の氏名、所属、仕事等の情

報。

プロジェクト終了後、上位目標を達成するための課

題を抽出してカテゴリー別に整理したもの。

プロジェクト目標達成後、上位目標に到達するため

の課題目標を時系列別に整理したもの。

上位目標達成に向けた各課題目標に対する、各関係

者のかかわり（コミットメント）内容。

本プロジェクト（F/Uフェーズ）の概要表。

各分野、地域における活動の達成された内容と残さ

れた内容のリスト。

本プロジェクトの活動を時系列ネットワークの形式

で示した概略図。

カウンターパート及び農民自身が考えた必要な知識

とその獲得のための活動のイメージ。

PDM中の外部条件が満たされなかった場合の分析

と活動計画。

本体協力のプロジェクトの概要表。（終了時評価用）

成果１

成果２

成果３

成果４

成果５

成果６

成果７

成果８

成果９

参考付属

ワークショップ参加者リスト

上位目標への問題分析

上位目標へのプログラム

プログラムへの関係者のコ

ミットメント

PDM

活動の達成内容と残された課

題（計３ページ）

活動計画表

技術移転分析

リスク管理

以前の評価用プロジェクト・

デザイン・マトリックス

（PDMe）
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　上位目標に向けてのプログラムの検討（成果３及び成果４）において、財務的な支援、特に施

設に関する財務支援は、現在の状況では、海外の援助に頼るしかないとされている。ただし、今

後、更に状況が変化し、海外の援助さえも期待できない状況になることもあろう。

　また反対に、ガーナの経済状況が変ることもあるだろう。そのような状況の変化に対して、

GIDAに求められることは、今回のプロジェクト目標である「戦略」を守ることではなく、柔軟

にそれを修正し、対応していく力である。そのような力をこのプロジェクトを通じて、身につけ

ていくのが、このプロジェクトに求められていることである。

　さらに、戦略を現地の状況に応じて実施していくのは農民自身であることから、各地における

トレーニング・ワークショップも、知識を「教える」のではなく、農民の考える力、解決する力

を「育てる」ような内容にしていくことが、自立発展性の観点から望まれる。

た。（成果８参照）

　技術移転はカウンターパートが考えるような坐学によるトレーニングではなく、プロジェクト

における仕事のなかで技術・経験を身につけていくことが、プロジェクト方式技術協力の原点で

あること、またそれがすなわち自立発展性の原点であることを忘れてはならない。

　よって、今後、活動計画から詳細計画や責任分担を検討する際には、特に表－３の点を注意さ

れたい。

表－３　詳細計画・責任分担検討の際の留意点

１）技術移転のためには、原則として、カウンターパートが活動の担当となり、日本人

専門家はアドバイスや補助に徹する。

２）ワークショップ・トレーニングも、農民に自主的に考えさせ、行動させるような手

法をとることで、QCサークルを自分たちでできるようにする。（援助や施設のみに

頼らない）

３）活動計画の更なる詳細計画が必要であるが、これはカウンターパートとともにつく

る。
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第５章　フォローアップ協力実施上の留意点

（１）関係機関との連携の強化

　フォローアップ協力では、従来以上に関係機関との連携に考慮した活動を行う必要がある。プ

ロジェクト目標に示される「灌漑事業地の営農システム改善のための戦略の策定」を例にとって

も、より実現性のある戦略策定のためには、関係機関（財務省、食糧農業省など）との協力・連

携が不可欠となる。そのような関係機関との協力・連携を伴った活動の実施によってはじめて、

よりインパクトのあるプロジェクト成果の発現が可能となると思われる。

（２）灌漑開発公社（GIDA）の自立発展（体制強化）

　フォローアップ協力においては、本プロジェクト終了後における灌漑開発公社の更なる発展、

特に、本協力の活動拠点である灌漑開発センター（IDC）の自立発展に向けたアドバイス等も、重

要な業務の１つとなるといえる。

（３）灌漑農業の将来を見据えた協力

　現在まで５年間の協力においては２つのモデル地区（アシャマン、オチェレコ）構築に重点を

置いた活動が行われてきたが、フォローアップ協力においては、これまでの協力の成果の集大成

とその全国普及に向けた戦略の策定を中心とする活動となる。

すなわち、フォローアップ協力の主眼は、ガーナの将来的な灌漑農業振興の基礎づくりともいえ

る。よって協力活動は、既存灌漑地区の現行の問題解決という対症療法的なものだけに終始せず、

ガーナの灌漑農業の将来と、そのあり方にも視座を置いたものとすることが肝要である。

（４）その他の留意点

　その他の留意点としては、①灌漑農業に対する他ドナー機関の動向をも考慮した協力の実施、

②政府機関の民営化政策などガーナ政府の方針や動向にも十分に留意した協力の実施、などがあ

げられる。また現状において、ガーナに対する農業分野の技術協力は本プロジェクトだけである

ことを考えると、農業分野の協力の方向性についての検討を可能な範囲で行っていくことも、求

められていることの１つといえよう。
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